
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「各種構造物の津波荷重の体系化に関する研究委員会」 
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成果報告会の開催にあたって 

 

 

本委員会は、2004 年のスマトラ沖地震津波を契機に、津波被害・災害に対する軽減策を

検討する委員会として 2005.8～2008.5「津波災害の軽減方策に関する研究委員会」(委員長 

松冨英夫)が発足され、2008.6～2011.5「津波災害の実務的な軽減方策に関する研究委員会」

(委員長 松冨英夫)、2011.6～2014.5「津波対策とその指針に関する研究委員会」(委員長 松

冨英夫)と続き、3 期目では、特に 2011 年 3 月の東日本大震災の被害を取り纏めてきました。 

一方、2011 年東日本大震災を受けて国内外で津波荷重に関して室内実験や数値計算によ

る研究が多数実施されてきております。また、各種業種で、津波荷重の評価ガイドや技術集

が取りまとめられてきております。 

このような背景のもと、2015.6 から活動してきました「各種構造物の津波荷重の体系化に

関する研究委員会」では、様々な構造物に作用する津波荷重について、既往の実験および数

値計算の知見を整理してきました。また、各業種で取り纏められている評価ガイドや技術集

を分析することで、津波荷重の評価手法の体系化を目指して活動を行ってきました。そのな

かで、前委員長の思いである、「津波荷重のこころえ」というものを、将来にわたり構築し

ていきたいと考え、成果報告会を通して、これまでの活動してきた本研究委員会の成果を広

く認知いただくとともに、「津波荷重のこころえ」の今後の展開のための議論が深められる

ことを期待しています。 

 

 

2019 年 2 月 22 日 

 

各種構造物の津波荷重の体系化に関する研究委員会 委員長 有川 太郎 

 

 

  



 

プログラム 

 

  15：00～15：10 開会挨拶および趣旨説明 

委員長  有川 太郎（中央大学） 

 

  15：10～15：40 津波荷重評価における留意点 

松冨 英夫（秋田大学） 

  15：40～15：50 討議 

 

  15：50～16：05 津波波圧の評価 －先端部荷重－ 

大家 隆行（ﾊﾟｼﾌｨｯｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ） 

  16：05～16：20 同上 －非先端部荷重－ 

奥野 峻也（構造計画研究所） 

  16：20～16：35 同上 －越流時の荷重－ 

鴫原 良典（防衛大学校） 

  16：35～16：50 漂流物の評価 

木原 直人（電力中央研究所） 

  16：50～17：05 洗掘の評価 

浅井 竜也（名古屋大学） 

  17：05～17：20 討議 

 

  17：20～17：30 お知らせと閉会の挨拶 

         委員長  有川 太郎（中央大学） 

 

 

  



委員構成

役職 氏名 所属

委員長 有川 太郎 中央大学

副委員長 鴫原 良典 防衛大学校

副委員長 長谷部 雅伸 清水建設

委員 松冨 英夫 秋田大学

委員 中埜 良昭 東京大学

委員 奥田 泰雄 建築研究所

委員 庄司 学 筑波大学

委員 舘野 公一 鹿島建設

委員 内山不二男 構造計画研究所

委員 浅井 竜也 名古屋大学

委員 大家 隆行 パシフィックコンサルタンツ

委員 池谷 毅 東京海洋大学

委員 奥野 峻也 構造計画研究所

幹事 木原 直人 電力中央研究所



 



津波荷重評価における留意点

秋田大学 松冨英夫

内 容

１．はじめに

２．動圧の影響

３．氾濫水密度の影響

４．非定常性（波周期）の影響

５．おわりに

１．はじめに

◆津波波圧（力）評価について

先端部荷重（大家委員）

非先端部荷重（奥野委員）

越流時荷重（鴫原委員）

◆漂流物，洗掘評価について

漂流物衝突荷重（木原委員）

洗掘（浅井委員）

合田先生（力積），波圧計



◆津波荷重関連小史

1983年 3月：防災施設，防災体制，防災まちづくり
（津波対策） ➭ 既往最大

1983年 5月：日本海中部地震・津波
港研式，建物，分散波の計算 ➭ 既往最大

1993年 7月：北海道南西沖地震・津波
建物 ➭ 既往最大

1998年 4月：地震学・津波数値計算技術の進歩
➭ 既往最大または最大地震で発生する津波

2004年12月：北スマトラ島沖地震・津波

2011年 3月：東北地方太平洋沖地震・津波
➭ レベル1～レベル3，防潮堤の高さ

ハザードマップの導入（2004）

（氾濫流速）

9，3，6人
（救命胴衣なし）

十三湖（青森）

氾濫流速と建物への流体力

浸水深 1.0 m
流 速 2.5~3.7 m/s



◆津波荷重関連小史

1983年 3月：防災施設，防災体制，防災まちづくり
（津波対策） ➭ 既往最大

1983年 5月：日本海中部地震・津波
港研式，建物，分散波の計算 ➭ 既往最大

1993年 7月：北海道南西沖地震・津波
建物 ➭ 既往最大

1998年 3月：地震学・津波数値計算技術の進歩
➭ 既往最大または最大地震で発生する津波

2004年12月：北スマトラ島沖地震・津波

2011年 3月：東北地方太平洋沖地震・津波
➭ レベル1～レベル3，防潮堤の高さ

>15年

ハザードマップの導入（2004）

（氾濫流速）

全圧力Pと建築物前・背面浸水深の2乗差(hf
2-hr

2)の関係（2004）

2．動圧の影響

)(
2
1 22

rf hhgP

)(
2
73.1 22

rf hhgP)(
2
91.2 22

rf hhgP

1963年

1971年

非定常性とも言える？

開口率



遠心力

氾濫流

非常に薄いバリア

hi

バリアに力は
作用しない？

 対象の現象 現象発生法(定常・非定常) 常流・射流 動圧 動圧／静水圧 対象物 
Hiroi (1919) 波浪の砕波 波 (非定常) － 有 条件付き 鉛直壁 
本間ら (1963) 

砕波後の波浪 波 (非定常) － 有 0.73 鉛直壁 
富永・九津見 (1971) 有 1.91  鉛直壁 
林・松冨 (1977) 非砕波津波のサージ 波 (非定常) － 有 0~0.5 以上 津波水門 
松冨 (1991) 砕波段波 ゲート急開流れ (準定常) Fr=0.8~1.7 有 条件付き 鉛直壁 
福岡ら (1997) 河川の氾濫流 定常流 Fr=0.55~0.57 無 － 建物 
飯塚・松冨 (2000) 段波の氾濫流 ゲート急開流れ (準定常) 常流～射流 有 0.3~1.4 建物 
朝倉ら (2000) 正弦波の氾濫流 流量調節 Fr=2.0 無 条件付き 建物 
池野・田中 (2003) 段波の氾濫流 ゲート急開流れ (非定常) Fr=2.4 無 － 建物 
松冨ら (2004) 段波の氾濫流 ゲート急開流れ (準定常) 常流～射流 有 0.73~1.91 建物 
河原ら (2009) 河川の氾濫流 ゲート急開流れ (非定常) 常流～射流 無 － 建物 
齋藤ら (2009) 高波の氾濫流 数値波動水槽 (非定常) － 有 図示のみ 副堤 
森ら (2013) 津波の氾濫流 押し波 (非定常) 射流 有 0~0.48 建物 

動圧の寄与に関する検討例

静水圧

定常・非定常流

重茂音部漁港（下）

宮古中心部（上）

直線距離 7.7 km

密度

奥が深い！

◆津波荷重評価の高度化

◆津波規模評価の高度化

・氾濫水密度 ρの入射フルード数 Friへの依存性

・津波遡上距離 LR，土砂堆積距離 LRS，平均土砂堆積

厚 Zの氾濫水密度 ρへの依存性

・津波荷重（Fx，Fy）の氾濫水密度 ρへの依存性

３．氾濫水密度の影響



実験水路の概略，測定器具の配置と諸記号の定義

(1)

(2)

◆実 験 Scale: 1/100

xs

xs

大量の土砂を含んだ氾濫流例（Ls=0.85 m, hT=6 cm：初期の実験）



入射フルード数Friと氾濫水密度ρの関係（hT=6 cmに限定）

 
msri ghxF /・

◆氾濫水密度 ρ
21 riw aF

◆水平力と鉛直力

水平力Fx と前面浸水深の関係

鉛直力Fz と前面浸水深の関係

土砂水 清水

土砂水 清水

LU

LU=1.70 m

LU=0.45 mLU=0.45 m

LU=1.70 m



◆清水実験

実験水路と胸壁・建築物模型設置位置の概略

定常
実験

非定常実験

実験水路と胸壁・建築物模型設置位置の概略
建築物模型の諸元（開口率
Op=0%，床高hB=5 mm）

反射段波時の実験状況例

定常実験

分
力
計

４．非定常性（波周期）の影響

◆氾濫流の堰上げ（定常実験）

反射段波が発生する場合

hi

跳水（孤立）が発生する場合

hs

hs



越流水深hup/H（左図）および入射氾濫水深hi/H（右図）と落下位置L/Hの関係

越流水深hc/Hと落下位置L/Hの関係

◆越流水深と越流水落下位置 L

諸記号の定義

HhHhHL cc 1215.1

66.092.1 HhHL up
51.006.3 HhHL i

69.085.1 HhHL up (数値計算)

≅ Rand 式

加藤ら（2018）

無次元波圧係数（水深係数） 参照論文 
3.0 朝倉ら(2000)14) 
1.0+1.2Fr Asakura et. al.(2002) 15) 
1.0+1.3Fr 注) 近似式 池谷ら(2013)18) 
1.0+1.4Fr 榊山(2012)16)，大村ら(2014)19) 
1.0+0.5Fr2 加藤ら(2012)20)，池谷ら(2013) 18) 
1.0+0.5(1.0+ζ) Fr2，注) 建物に対して, ζ=0～0.8 松冨ら(2013)21) 
1.0+0.5(1.0+ζ) Fr2, ζ=1.7 大村ら(2015)22) 

1.0+0.5(1.0+ζ) Fr2, ζ=3.0 有川(2015) 23) 
*ζは広義のエネルギー損失係数 

入射フルード数Friと前面浸水深係数h/hiの関係例

既往の入射フルード数と前面浸水深係数の関係式（有川）

◆前面浸水深係数 h/hi

 
2

2

1
2
11 ri

i

f

i

F
u
u

h
h

Stoker (1957)



◆水平力 Fx

無次元水平力と前面浸水深係数（左図）および入射フルード数（右図）の関係

水平力と前面浸水深の関係 水平力と鉛直力の定義図

◆鉛直力 Fz

無次元鉛直力と前面浸水深係数（左図）および入射フルード数（右図）の関係

鉛直力と前面浸水深の関係 水平力と鉛直力の定義図



◆種々な実験方法（大規模・小規模，定常・非定常，
土砂水・清水など）による津波荷重に関する実験結果

◆津波実験に関するガイドラインを作成する必要があろ
う（日本地震工学会・津波委員会）

◆津波数値実験に関するガイドラインを作成する必要が
あろう（日本建築学会・津波荷重小委員会）

◆津波防災施設・地盤・重要建築物システムとして捉え
る必要があるのでは（木を見て森を見ず）

５．おわりに

ご清聴有り難うございました．



津波波圧の評価
−先端部荷重−

中央⼤学 有川太郎
パシフィックコンサルタンツ株式会社 ⼤家隆⾏

1

各種構造物の津波荷重の体系化に関する研究委員会
成果報告会

２０１９年２⽉２７⽇

先端部波圧
建築物荷重指針（2015）、津波の辞典など

• 津波の⼒は、主として津波の先端部において⽣
じる⽔塊の衝突運動によって⽣じる⼒（先端部
波圧）と、⽔位が⽐較的⼀定となったときに⽣
じる⼒（⾮先端部波圧）に分類される。

• 先端部波圧：砕波もしくはソリトン分裂変形す
ることにより⽣じる段波波⼒を指す。

2

持続波圧（重複波圧、遡上波圧）

動波圧（段波波圧）

衝撃段波波圧 最大持続波圧

時間

圧力



津波先端部衝突時に⽣じる⼒
建築物荷重指針（2015）、津波の辞典など

• 津波先端部が建築物に衝突した時、以下の⼒が
⽣じる。
⽔平⼒≒全静⽔圧＋全動⽔圧
鉛直⼒≒浮⼒＋全揚圧⼒＋海⽔重量

3

各種ガイド・技術集での
先端部波圧の評価

4

• 構造物前⾯に作⽤する津波先端部波⼒は、 主に以下の
2つの⽅針で算出される。
①津波の時系列⽔位や流速を⽤いて算出

例えば、建築物荷重指針・同解説（2015）
（時系列⽔位や流速が得られる場合）

②設計⽤浸⽔深と⽔深係数αを⽤いて算出（⼀般的）
例えば、建築物荷重指針・同解説（2015）

（時系列⽔位や流速が得られない場合）

津波避難ビル等の構造上の要件の解説（2012）、
防波堤の耐津波設計ガイドライン（2013）



各種ガイド・技術集での
先端部波圧の評価式（その１）

5

• 建築物荷重指針・同解説（2015）では、津波
の時系列⽔位及び流速が得られる場合の津波先
端部波⼒の算出式を以下のように⽰している。

ܨ ൌ
ଵܥ
2
ߩ ଶݒ݄ ௫ܤ

ଵܥ ൌ 2.0  5.4݄௫/ܦ 適⽤範囲： 0.1 ൏ ೌೣ


൏ 0.17

݄：⽔深 v：流速 B：施設幅 D：海岸からの距離

任意の地点の時系列⽔位及び流速が得られる事例は
少ない。
浸⽔想定結果から得られる最⼤浸⽔深を使⽤する
ケースが多い。

任意の地点の時系列⽔位及び流速が得られる事例は
少ない。
浸⽔想定結果から得られる最⼤浸⽔深を使⽤する
ケースが多い。

各種ガイド・技術集での
先端部波圧の評価式（その２）

6

• 構造物前⾯に作⽤する津波先端部波⼒は、設計
⽤浸⽔深ｈと⽔深係数αで表現することが多い。

ܨ ൌ න݃ߩ ݄ߙ െ ݖ ܤ ݖ݀

݄：設計⽤浸⽔深 z：⾼さ B：施設幅 ρ：海⽔密度



①：設計⽤浸⽔深h
を算出

②津波のフルード数等に
応じた⽔深係数αを設定

③浸⽔深hに対応する静⽔圧分
布に⽔深係数αを乗じて先端部
波⼒を表現

α倍

α倍

各種ガイド・技術集での
先端部波圧の評価式（その２）

7

• 構造物前⾯に作⽤する津波先端部波⼒は、設計
⽤浸⽔深ｈと⽔深係数αで表現することが多い。

各種ガイド・技術集での
⽔深係数の評価

⽂献 ⽔深係数α ⽂献

建築物 ・他の施設により津波波⼒の軽減が⾒込
まれる場合で海岸から500m以上：1.5
・他の施設により津波波⼒の軽減が⾒込
まれる場合で海岸から500mまで：2.0
・その他の場合：3.0

⽇本建築学会：建築物荷重指
針・同解説（2015）

避難ビル
国⼟技術政策総合研究所・⼀
般社団法⼈建築性能基準推進
協会：津波避難ビル等の構造
上の要件の解説（2012）

海洋構造物
（防波堤・護岸） 3.0

国⼟交通省港湾局：防波堤の
耐津波設計ガイドライン
（2013）

橋梁 1.6
東⽇本⼤震災による橋梁等の
被害分析⼩委員会最終報告書
（2015）

8



評価の体系化に向けての論点
整理
• 論点１：

朝倉らによる⽔深係数3.0が多く使⽤されてい
るのが現状。東北地⽅太平洋沖地震津波を受
けて想定津波規模（＝設計⽤浸⽔深）が⾒直
された昨今では、⽔深係数を⼀律3.0と設定す
ると、特に沿岸部の構造物の設計外⼒が⾮常
に⼤きくなる。

• 論点２：
⼟砂を含んだ津波（密度⼤）による波⼒に関
する知⾒が少ない。

9

論点１に対する解決策：
数値解析による波圧の直接算出
• 3次元流体解析を実施し、波圧を直接算出する。
事例：CADMAS‐SURF/3D を⽤いた防潮堤背後の建屋に作⽤する津波⼒の検討

⼤家・有川（2014）、⼟⽊学会論⽂集B2（海岸⼯学）Vol.70,No.2,2014

10
単位：cm

Wave

防潮堤

L=2.5m

WG4

PG1‐1



論点１に対する解決策：
数値解析による波圧の直接算出
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・円形模型前⾯を除き，最⼤値についてもほぼ⼀致する
■波圧
・PG1-1における実験結果と計算結果の時系列波圧及び最⼤値はほぼ⼀致する
→再現性は良好

0

2

4

6

8

10

12

0 2 4 6 8 10 12

C
al

cu
la

ti
on

 (
kN

/m
^2

)

Observation（kN/m^2）

MODEL□

MODEL◇

MODEL○

Time (sec)

P
re

ss
u

re
 (

kN
/m

^2
)

27 28 29

0

2

4

6

8

10
Observation
Calculation

論点１に対する解決策：
⽔深係数αの変化傾向の把握
• 全ての施設の設計において3次元流体解析を実施するの
はハードルが⾼い。

• 事前に津波波形、地形勾配・遡上距離及び⽔深係数の
関係を把握しておけば、適切な⽔深係数での設計が可
能となることが期待される。

• ⽔深係数αは、事前の数値計算で算出したフルード数Fr
から、例えば以下のように算出する。

12

ߙ ൌ 1 
ଶݎܨ

2
※建築物荷重指針・同解説（2015）に記載の関係式に基づく
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論点１に対する解決策：
⽔深係数αの変化傾向の把握
• 数値計算から得られたFrを基に算出した⽔深係数αと、
津波波形及び地形勾配・遡上距離との関係例を⽰す。
事例：海岸線からの距離及び標⾼による津波波⼒の低減に関する研究

その2 津波の⾮先端部を対象とした解析結果
⼤家ら（2018）、2018年度 ⽇本建築学会⼤会

13

・陸地勾配0のケースでは，内陸部へ遡上してもαは⼤きく変化しない。
・勾配1/100〜1/25のケースでは，内陸に遡上するほどαの値が⼩さくなる。

・遡上に伴い、⽔深係
数が減少
・勾配が急であるほど
⽔深係数の減少が早い

• ⼟砂の有無による津波波⼒を⽐較することで、
⼟砂を含んだ津波の波⼒の増⼤傾向を把握する。
事例：⼟砂を含んだ津波の波⼒に関する実験的研究

⽊瀬（2019）、中央⼤学海岸・港湾研究室、卒業論⽂資
料

14

論点２に対する解決策：
実験による⼟砂を含んだ津波の波⼒増⼤傾
向の把握

平均粒径7μm（シルト）
実験密度：約1.1g/cm3

海⽔の密度：約1.03g/cm3

→約10%の密度増⼤



• 横軸：最⼤波⾼時の流速を⽤いたフルード数
• 縦軸:最⼤波圧を静⽔圧で除した無次元最⼤波圧
• 密度で除しているが傾きは変わらない

→今回の実験範囲では、波圧は密度に⽐例する。

15

論点２に対する解決策：
実験による⼟砂を含んだ津波の波⼒増⼤傾
向の把握

フルード数平均 無次元圧力 傾き

水 8cm 2.404 3.164 1.316

水 10cm 2.362 3.577 1.514

水 12cm 2.112 3.315 1.570

水 Ave 2.293 3.352 1.462

砂 8cm 1.676 2.946 1.758

砂 10cm 2.035 2.667 1.311

砂 12cm 2.098 3.192 1.522

砂 Ave 1.936 2.935 1.516

シルト 8cm 1.333 2.455 1.842

シルト 10cm 1.774 2.456 1.385

シルト 12cm 1.857 2.104 1.133

シルト Ave 1.655 2.338 1.413

まとめ
• 津波先端部波⼒の評価に当たり、⽔深係数αの変
化傾向についての知⾒を充実していくことで、適
切な⽔深係数による設計を⾏えることが期待され
る。

• 将来的には、数値解析による波⼒の直接算定が可
能となることが期待される。ただし、実務への適
⽤のためには、空間解像度や各種パラメータと計
算精度の関係を収集・整理し、設計時の留意点を
整理したマニュアル類を整備する必要がある。

• 今回紹介した実験では、津波波圧が密度に⽐例す
ることを確認した。ただし、より⾼密度の津波に
対して同様の関係が成⽴するか、検証が必要。
（松冨ら（2015）によれば、津波氾濫流の密度は
1.2g/cm3に到達しうる） 16



津波波圧の評価
−⾮先端部荷重−

株式会社構造計画研究所 奥野峻也

津波⾮先端部の定義

2

先端部
段波波圧の発⽣

⾮先端部
重複波圧（持続波圧の発⽣）波⼒

時間

最⼤持続波圧

衝撃段波波圧

 先端部
 津波が構造物に到達した際に衝撃的な波⼒や波圧が発⽣する領域
 作⽤時間は短いがスパイク状の⼤きな波圧、段波波圧の発⽣

 ⾮先端部
 先端部の後に継続する定常流れに近い領域
 作⽤時間の⻑い定常的な波圧、重複波圧（持続波圧）の発⽣



3

 ⽔平荷重
 重複波⼒（持続波⼒）：波圧分布を陽に仮定する算定式を対象

 実際には波圧分布を積分することで荷重を算定可能
 抗⼒：抗⼒の考え⽅を⽤いる算定式を対象

 実際には等価な静⽔圧分布により波圧を算定可能

 鉛直荷重
 浮⼒ ：没⼊体積重⼼に作⽤する静⽔圧相当を基本
 全揚圧⼒ ：動⽔圧相当の⼒、構造物の特性により適切に考慮
※適宜海⽔重量による上載荷重を考慮する必要がある

対象とする荷重の種類

4

対象構造物 出展資料（基準・ガイドライン） 発⾏者 発⾏年 抗⼒ 揚圧⼒ 浮⼒

橋梁 東⽇本⼤震災による橋梁等の被害分析⼩委員会
最終報告書

⼟⽊学会地盤⼯学委員会東⽇本⼤震災
による橋梁等の被害分析⼩委員会 2015.8   -

原⼦⼒
（胸壁,建築物）

原⼦⼒発電所耐津波設計技術規定
JEAC4629-2014

(社)⽇本電気協会 / 原⼦⼒規格委員会 2015.8  - -

下⽔道施設 耐津波対策を考慮した下⽔道施設設計の考え⽅※1 国⼟交通省下⽔道部 / 下⽔道地震·津
波対策技術検討委員会 2012.3 - - 

ガス貯蔵施設 ⾼圧ガス取扱施設における地震·津波時の対応に
関する調査報告書 経済産業省 / ⾼圧ガス保安協会 2013.2   

津波避難ビル 津波避難ビル等の構造上の要件の解説 国⼟交通省国⼟技術政策総合研究所· 
⼀般社団法⼈建築性能基準推進協会 2012.2 - - 

建築物⼀般 建築物荷重指針·同解説(2015) ⽇本建築学会 2015.2   

避難施設
（港湾） 港湾の津波避難施設の設計ガイドライン 国⼟交通省港湾局 2013.10  - 

その他 Guidelines for Design of Structures for Vertical 
Evacuation from Tsunamis.

FEMA※2 2008.6   

※1 構造躯体に関しては、「津波避難ビル等の構造上の要件の解説、国⼟交通省国⼟技術
政策総合研究所・⼀般社団法⼈建築性能基準推進協会、平成 24 年 2 ⽉」を参考
※2 Federal Emergency Management Agency, National Oceanic and Automorphic Administration



⽔平荷重：重複波⼒（持続波⼒）

5

津波の⾮先端部が構造物に作⽤する時の波圧分布は、海⽔密度・浸⽔深・流
速を⽤いて鉛直⽅向に対し線形（または区分線形）の関数で算定する

※1 ⽔⾕将・今村⽂彦：構造物に作⽤する段波波⼒の実験，海岸⼯学論⽂集，第47 巻，pp.946‐950 (2000)
※2 ⽊原直⼈・⾼畠⼤輔・吉井匠・池野正明・太⽥⼀⾏・⽥中伸和：陸上構造物に対する津波流体⼒評価（その1）―有限幅構造物に
対する⾮越流条件での数値的検討―、電⼒中央研究所報告、N12010、pp.21‐24 (2012)

原⼦⼒（胸壁）における波圧分布（※1より） 原⼦⼒（建築物）における波圧分布（※2より）

 基本的には構造物最下端を最⼤とした三⾓形の波圧分布を仮定する
 原⼦⼒（胸壁）に関しては、傾斜構造物に対する実験結果※1を元に静⽔位位

置の波圧が最⼤となる区分線形関数を適⽤する

6

対象構造物 算定式

原⼦⼒（胸壁）

・持続波圧（最⼤・鉛直分布）の評価式
（最⼤持続波圧）

௦ ൌ 0.14ሺ2  ݊݅ݏ ሻߠ ⋅ ௗ
మ


ሺ0°  ߠ  45°ሻ

௦ ൌ ௗ0.38
మ

ு
ሺ45°  ሻߠ

psm：最⼤持続波圧、pdm：最⼤動波圧、c：段波の波速、
θ：構造物の⽔平⾯からの傾斜勾配⾓度、H：津波段波振幅

（持続波圧の鉛直分布）

ሻݖ௦ሺ ൌ ௦ 1 െ 2.5 ௭

ோ

௭

ோ
≧ 0

ሻݖ௦ሺ ൌ ௦ 1  ௭

ଷோ

௭

ோ
≦ 0

R：遡上⾼、z：静⽔⾯上向き正の座標

原⼦⼒（建築物）

・構造物から津波⽔深の5倍程度沖側における浸⽔深と流速を⽤いる評価式

ܨ ൌ
1
2
݃ߩ ݄ 

ݑ
ଶ

2݃

ଶ

ܹ

 ൌ ݃ߩ ݄ 
ݑ
ଶ

2݃
െ ݖ

F：構造物に作⽤する流体⼒、p：構造物に作⽤する圧⼒の鉛直分布、ρ：流体密度、W：構造物の幅、
hin, uin：対象とする構造物から代表的に流⼊津波⽔深の5倍程度上流側へ離れた地点での浸⽔深・流速



⽔平荷重：抗⼒

7

先端部 建築物

鉛直力

段波波力
または

衝撃段波波力

建築物

鉛直力

抗力

非先端部

※建築物荷重指針·同解説(2015)より

津波⾮先端部が作⽤する流れ⽅向の抗⼒は、海⽔密度・流速・構造物⽔没部
の鉛直投影⾯積、および構造物に応じた適切な抗⼒係数に基づき算定する

 波圧分布を求める場合、基本的には作⽤荷重と等価な静⽔圧相当の三⾓形分布を仮定
 建築物の反対側構⾯に浸⽔がある場合、静⽔圧相当を考慮した台形分布となる

 流速・浸⽔深の定義は算定式により異なる点に注意
 流速・浸⽔深算定時の構造物有無
 「最⼤値」の考え⽅（参考：建築物荷重指針・同解説(2015)）

8

対象構造物 算定式

橋梁（上部構造）

௫ܨ ൌ ௫ܨ  ௫௪ܨ

௫ܨ ൌ
ଵ

ଶ
௫௪ܨ ,ܣଶݒௗܥߩ ൌ ܣு′ߟ݃ߩߙ

ௗܥ ൌ ቊ2.1 െ 0.1ሺܦ/ܤሻ
1.3

1 ≦ ܦ/ܤ ൏ 8
8 ≦ ܦ/ܤ

Fx：⽔平作⽤⼒(N)、Fxf：流れによる⽔平作⽤⼒(N)、Fxw：擾乱による⽔平作⽤⼒(N)、ρ：海⽔の密度
(=1030kg/m3)、g：重⼒加速度(=9.8m/s2)、Cd：抗⼒係数、B：橋の総幅(m)、D：橋の総⾼(m)、v：シミュ
レーションで得た桁位置における桁が無い場合の最⼤⽔平⽅向流速(m/s)、α：擾乱⾼さに乗じる係数(=1.9)、
Ah：有効鉛直投影⾯積(m2)

原⼦⼒（建築物）

ܨ ൌ
1
2
ܣଶݑܥߩ ൌ

1
2
݃/ܤଶ݄ݑܥߩ

ൌ ݄ܥ௪ߛ0.61
ଶܤ

FD：抗⼒、ρ：流体の密度、CD：抵抗係数、u：陸上での流速、A：構造物浸⽔⾯積、hf：前⾯浸⽔深、
B：構造物の幅、γw：流体の単位体積重量
※構造物を考慮した条件での津波遡上解析で流速や浸⽔深を求めることを想定

建築構造物

・浸⽔深と流速の時系列が利⽤できる場合

ܨ ൌ
1
2
ଶ݄ሻ௫ݒሺܥߩ

hi：⼊射津波の浸⽔深(m)、v：津波の⾮先端部での流速(m/s) ※運動量フラックス最⼤時を使⽤

・「最⼤浸⽔深と最⼤流速が利⽤できる場合」および「最⼤⽔深が利⽤できる場合」

ܨ ൌ
1
2
ܤଶ݄ݒܥߩ

v：最⼤流速(m/s)、hi：⼊射津波の最⼤浸⽔深(m) ※遡上⽔深と流速が各時系列で最⼤時を使⽤

・最⼤浸⽔深が利⽤できる場合

݄ ൌ
1

ଶݐ36݃ ݏܿ ߠ
ሺ2ݐ 2ܴ݃ െ ଶݐ݃ ݊݅ݏ ߠ െ ሻଶݔ2

ݒ ൌ ଵ

ଷ௧
ሺݐ 2ܴ݃ െ ଶݐ2݃ ݊݅ݏ ߠ  ݐ ,ሻݔ2 ൌ ଶ௫

 ௦ ఏ

R：遡上⾼(m)、θ：斜⾯勾配
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対象構造物 算定式

港湾施設（港湾）
柱状⾻組構造物

݂

→
ൌ
1
2
ܥ ݑ

→
ݑ
→
ܵ߂ܦ  ெܥ ܲܽ

→
ܵ߂ܣ

fn：部材軸⽅向に微⼩⻑さ⊿S(m)に作⽤する、部材軸と⽔粒⼦運動⽅向の共通⾯における部材軸に直⾓な
⽅向の⼒(kN)、un、an：部材と⽔粒⼦運動⽅向の共通⾯における部材軸直⾓⽅向の⽔粒⼦速度成分(m/s)及
び加速度成分(m/s2)、CD：抗⼒係数、CM：慣性⼒係数、D：fnの⽅向から⾒た部材軸直⾓⽅向の部材幅(m)、
A：部材実に垂直な⾯で切った部材断⾯積(m2)、P0：海⽔の密度(=1.03t/m3)

⾼圧ガス、
その他（FEMA）

ௗܨ ൌ
1
2
ଶሻ௫ݑሺ݄ܤ௦ܿௗߩ

ଶݑ݄ ௫ ൌ ܴ݃ଶ 0.125 െ 0.235 ௭

ோ
 0.11 ⋅ ௭

ோ

ଶ

௫
, ܴ ൌ 1.3 ൈ ܴ∗

Fd：流体⼒ (N), ρs：海⽔密度 (1200kg/m3),

Cd：形状抵抗係数（推奨値2.0）, B：構造物の幅(m), h：⽔深(m), u：流速(m/s), R*：予想された津
波の最⼤遡上⾼(m), z：構造物基礎の標⾼(m)

鉛直荷重

10

 鉛直荷重ܨは、浮⼒ܨ	、全揚圧⼒ܨ	、（構造物内部へ流⼊した）海⽔荷重ܨௐの合
⼒で表現される：ܨ ൌ ܨ  ܨ െ ௐܨ

 実際には津波や構造物、地盤などの実況次第で構成が変わりうる
 指針によっては必ずしも独⽴に算定されない

 本報告においては浮⼒および全揚圧⼒に関して取りまとめるが、場合によっては適
切な海⽔荷重を考慮する必要がある
 海⽔荷重の考慮については建築物荷重指針およびFEMAを参照のこと

※建築物荷重指針·同解説(2015)より

hf

vihi

建築物

浮力

全揚圧力

全静
水圧

全動
水圧

hr

水平力≒全静水圧＋全動水圧
鉛直力≒浮力＋全揚圧力＋海水重量

ω

海水
重量



鉛直荷重：浮⼒

11

 橋梁（上部構造）、下⽔道施設、港湾施設（港湾）、津波避難ビル、⾼圧
ガス、FEMAいずれも没⽔した構造物体積に海⽔密度と重⼒加速度を乗ずる
算定式である

 建築物に関しては、津波作⽤構⾯と反対側構⾯の⽔位差を陽に考慮した式
となっており、また次節で考慮する全揚圧⼒を含む算定式である（下図）

浮⼒は没⽔した構造物の体積に作⽤する静⽔圧相当の⼒として算定する

※建築物荷重指針·同解説(2015)より

12

対象構造物 算定式

橋梁（上部構造）、下⽔道施設、
港湾施設（港湾）、津波避難ビル、

⾼圧ガス、その他（FEMA）

ܨ ൌ ܸ݃ߩ

ρ：海⽔密度、V：津波に浸⽔した建築物の体積

建築構造物

ܨ ൌ
1
2
ሺ݄݃ߩ  ݄ሻܣ

hf：津波作⽤構⾯における浸⽔深(m)、hr：反対側構⾯における浸⽔深(m)

A：建築物の⽔没部の⽔平投影⾯積 (m2)

※hfは同指針の段波波⼒および⾮先端部の波⼒算定式に、反対側構⾯に働く全静⽔圧を加えた波⼒を全静
⽔圧としたときの⽔深のうち、最⼤のものを採⽤。hrは、浸⽔深・流速の時系列が利⽤できる場合はhf発
⽣時の⼊射津波の浸⽔深を、それ以外の場合は⼊射津波の最⼤浸⽔深を採⽤。ただし，反対側構⾯のすぐ
背後が崖などの場合はhf = hr .



鉛直荷重：全揚圧⼒

13

 橋梁（上部構造）、FEMAおよび⾼圧ガスでは⽔位上昇時における構造物上部へ
の抗⼒として考慮する
 橋梁では波⾯の擾乱による作⽤⼒を想定し、同報告書の段波波⼒と同⼀の

式に基づき算出する
 FEMAおよび同指針を採⽤した⾼圧ガスでは、流体の鉛直⽅向流速と構造物

上部の作⽤⾯積から、抗⼒係数を⽤いて算出する
 建築物では、全揚圧⼒の圧⼒分布として津波作⽤構⾯で最⼤、反対側構⾯で零

の三⾓形分布を仮定し算出する
 同指針の浮⼒算出時に動⽔圧を考慮した浸⽔深を⽤いるため、同指針の浮

⼒を採⽤するならば新たに全揚圧⼒を考える必要はない

全揚圧⼒は動⽔圧に起因する鉛直上向きの⼒であり、
構造物の形状に応じて適切に考慮する

14

対象構造物 算定式

橋梁（上部構造）

௭௪ܨ ൌ ௩ܣுሻ′ߟߚሺ݃ߩ

Fz：鉛直作⽤⼒(N)、Fzf：流れによる鉛直作⽤⼒(N)、Fzw：擾乱による鉛直作⽤⼒(N)、ρ：海⽔密
度(=1030kg/m3)、g：重⼒加速度(=9.8m/s2)、B：上部構造の体積(m3)、η’H：擾乱⾼さ(m)、β：擾乱
⾼さに乗じる係数（=0.53）、Av：有効⽔平投影⾯積(m2)

※橋脚や橋台については考慮しない

建築構造物
同指針の津波先端部の評価⽅法に同じ。同指針の浮⼒はいずれの算定フローにおいても全揚圧⼒
を含み、新たに全揚圧⼒を⾜し合わせる必要はない。

⾼圧ガス、
その他（FEMA）

௨ܨ ൌ
ଵ

ଶ
,௩ଶݑܣ௦ߩ௨ܥ

௩ݑ ൌ ݑ ݊ܽݐ .ߙ

Fu：構造物に働く上向き流体⼒, ρs：海⽔密度, Af：床⾯積, uv：流体の垂直⽅向速度⼜は上昇速度,

Cu：定数(通常3.0), u：流体の⽔平速度、 α：地⾯の傾斜⾓



評価の体系化に向けての論点整理

15

 論点１：各種構造物に対応する抗⼒係数が体系的に整理されていない
 論点２：荷重算定のために津波シミュレーションを要求する算定式が

多い

論点１：各種構造物に対応する抗⼒係数
が体系的に整理されていない

16

 各種構造物の形状に応じた抗⼒係数が⽰されていない場合がある
 抗⼒係数算定時の⽔位・流速の条件が必ずしも統⼀されていない

 通過波・⾮通過波、運動量フラックス最⼤時、流速最⼤時など
 通常抗⼒係数は実験に基づき算定されるが、津波シミュレーション

の⽔位・流速を代⼊して得られた荷重の妥当性は検証されていない
 抗⼒係数の適⽤範囲（フルード数など）が明確でない場合も
 付加質量係数とその考慮の必要性



抗⼒係数のフルード数、構造物設置条件への依存性

17
円柱の抗⼒係数とフルード数

池⾕ら（2014）

 実際には抗⼒係数はフルード数、柱の設置条件等に依存
 フルード数の増⼤に伴い抗⼒係数は低減する
 柱の本数、設置位置により抗⼒係数は異なる

⾓柱の設置数と抗⼒係数
末⻑ら（2014）

論点２：津波荷重算定のために津波シ
ミュレーションを要求する算定式が多い

18

 多くの算定式で⽔位・流速の時系列（または最⼤値）を必要とする
 通常、任意地点の時系列データは⼊⼿できないため荷重算定の

ために津波シミュレーションが必要となる
 そもそもシミュレーションによる流速のばらつきはどの程度か？
 津波荷重は想定される多くの荷重の中の⼀部に過ぎず、実務では

（重要インフラ構造物を除き）津波荷重算定のためだけに津波シ
ミュレーションを⾏うのは現実的でない場合も多い



論点２：津波荷重算定のために津波シ
ミュレーションを要求する指針が多い

19

 結果的に通過波・⾮通過波、先端部・⾮先端部を区別せずハザード
マップの浸⽔深に⽔深係数3を適⽤してしまう事例も

 建築学会の荷重指針のように、得られる情報に依存した算定フロー
が好ましい

 共通フォーマットによる津波シミュレーションの時空間データ共有
など

まとめ

20

 各種構造物に応じた適切な抗⼒係数とその適⽤範囲の整理が望まれ
る

 津波シミュレーションを前提とした算定式だけでなく、⼊⼿できる
情報に応じた算定ルートが望まれる

 津波シミュレーションや算定式のばらつき、施設の重要性を加味し
た算定式の整理が望まれる



津波波圧の評価
−越流時荷重−

各種構造物の津波荷重の体系化に関する研究委員会
成果報告会

２０１９年２⽉２７⽇

防衛⼤学校 鴫原良典

防波堤の被災事例 釜石湾口防波堤
出典：防波堤の耐津波設計ガイドライン（国土交通省港湾局）



防波堤の被災事例 福島第１原発

① ②

③ ④

「出典：東京電力ホールディングス」

高さ約10m

破堤

砕波段波の衝突もしくは越流後の準定常流により被災

防波堤の被災事例 釜石市唐丹小白浜

• 港湾の海底部が完全に露出した状態で津波が来襲
• 陸上遡上する段波（サージフロント）として防波堤に衝突



防潮堤の被災事例 釜石市唐丹小白浜

津波前
2005/4/27

津波後
2011/4/1

各種ガイド・技術集での越流時荷重の評価

文献
機関・
発行年

対象
構造物

記載されている評価項目

防波堤の耐津波設計
ガイドライン

国交省
港湾局
2013

防波堤

• 防波堤に対する津波波力の算定（波状段波，
越流なし，越流有）． 静水圧差による算定式

• 直立部（ケーソン）の滑動，転倒および基礎地
盤の支持力の安定性評価方法

漁港・漁場の施設の
設計参考図書

水産庁
2015

防波堤

• 防波堤に対する津波波力の算定（波状段波，
越流なし，越流有）． 水工研式

• 津波作用に対する被覆石，ブロックの所要質
量の評価方法（イスバッシュ式）

港湾における防潮堤
（胸壁）の耐津波設計
ガイドライン

国交省，
2013 胸壁

防潮堤

• 胸壁の全体安定性に対する検証手順の詳解

• 設計津波を超える規模の津波に対する胸壁
の「粘り強い構造」の考え方

津波を考慮した胸壁
の設計の考え方（暫
定版）

水産庁，

国交省
2015 胸壁

• 胸壁に対する津波波力の算定（非越流時，越
流時）

• 波力算定式の選択フロー付

• 粘り強い構造の考え方．堤体工，水叩工，洗
掘対策事例の紹介．



防波堤の耐津波設計ガイドライン（国交省港湾局,2013）

越流しない場合の波圧算定式

越流する場合：静水圧差による算定式

水平方向
• 静水圧分布．前背面の差

から津波波力を算出

鉛直方向
• 堤体全体の浮力を考慮

（国交省）
• 堤体上面と下面に作用す

る圧力を直接評価（水産
庁）

前面側：

背面側：

補正係数（動水圧による影響）

（国交省）f = 1.1（水産庁）

• 波圧は静水圧分布として問題ない？
• 補正係数もこれで十分？

• 隅角部や提端部などの局所的な箇所の評価手
法が不十分

f



陸上構造物を越流する津波荷重の評価

• 原則として胸壁を津波が越
流しない場合とする

• 胸壁の天端高を超える場
合は越流時の波力算定式
を使用

• 越流の有無は，数値シミュ
レーションで確認

津波波力算定の基本的考え方

越流しない場合

通過波水深・流速を使用する場合 胸壁を考慮した状態の津波高を使用する場合

• 構造物前面の遡上水深を使用
• 砕波段波が発生する場合，1.1

を上回る可能性がある

• 無次元作用高’の最大は３
• Frが1.5を超える場合は別途検討が必要
• Frが不明な場合は，谷本式（ ’=3, =2.2 ）
を適用



越流する場合

前面 背面

基本的には
静水圧×波圧係数
として算定

（沖合水深を使用）

• 論点１：

越流する構造物に作用する波圧分布は静水圧分
布で十分？

防波堤の補正係数は前面側1.05，背面側0.9とし
て問題ない？

• 論点２：

防波堤，胸壁などの線上構造物で弱点になりやす
い部分（隅角部，端部）の流体力評価，対策方法
は確立されていない．
＊論点２については現在，水産庁で検討中

（平面水槽による実験と数値計算による再現）

評価の体系化に向けての論点整理



突入位置では直下では
V=1.9m/s程度の高速流

鉛直噴流の挙動を示す

壁面噴流として拡散、減速
（防波堤方向の流れはやや低速）

時計回りの渦流

論点１
©Giken Kogyo Co., Ltd.

防波堤越流時の流速分布（大井ら，2018）

構造物越流背後の流況は複雑．津波の規模によっても大きく変化

論点１

• 津波による越流の規模が増大すると，マウンドに被害が及
ぶ（洗掘，被覆ブロックの転倒）．堤体の安定性にも影響

• 特に，防波堤背後域の流況や圧力分布の解明が必要
→ 数値解析的な検討が必須

（大井ら，2018）



論点１

鶴田ら（2017,港研報告）

水理実験と数値実験（高精度粒
子法）により波力算定式を改良

• 越流した高速流により，
渦構造が発生

• 渦中心部で圧力の低下
を確認

• 越流水の射出速度，落下
位置，渦構造の形成位置
が堤体背面への作用圧
力を決める重要なファク
ターになる

論点１

• 前面側は水位差の規模に関係なく１程度（現行の1.05は安全側）

• 背面側の補正係数は，水位差が大きく背後水位が小さい場合に
0.9を下回る傾向（パラペットがある場合は最大約0.4まで減少）

防波堤の越流実験

腹付工を付加した場合
（鶴田ら2017,港研報告）



論点１

鶴田ら（2017,港研報告）
水理実験より，静水圧差式を改良
 越流水塊の挙動，透水・不透水マウ

ンド，腹付工を考慮
 Lw（越流水の着水距離）を与える必要

がある→自由落下理論or数値計算

 上部工（パラペット）を付加する場合
は，p3の別途検討が必要

 透水・不透水マウンド，腹付工に
おける安全側を取った場合

まとめ

• 防波堤背後の波圧特性をさらに明らかにした上で，
既存の波力算定式のアップデート（ガイドラインの
改定）が必要

• 越流時の複雑な非定常乱流を再現できる数値解
析手法の構築が必要

• 平面場（隅角部，端部など）に対する津波荷重評
価方法の提案が望まれる



 



漂流物の評価

各種構造物の津波荷重の体系化に関する研究委員会
成果報告会

２０１９年２⽉２７⽇

(⼀財)電⼒中央研究所 ⽊原直⼈
(国研)建築研究所 奥⽥泰雄

東⽇本⼤震災での漂流物被害
事例（１）
⾼橋ら：2011年東⽇本⼤震災による港湾・海岸・空港の地震・津波被害に
関する調査速報, 港湾空港技術研究所資料, No.1231, 2011.

• 東⽇本⼤震災における、船舶の打ち上げや⾞両
や材⽊、タンク、コンテナの漂流が報告されて
いる。

• 漂流物の衝突によると思われる被害も報告され
ている。



東⽇本⼤震災での漂流物被害
事例（２）
伊勢・沢⽥・古川：東⽇本⼤震災における港湾設備の被災状況と復旧. 新⽇
鉄住⾦技報, 405号, pp.31‐38, 2016.

• 船舶の衝突による被害
• 全天候バースの半壊（釜⽯製鉄所）
• 出荷クレーンの倒壊（⿅島製鉄所）
• 鋼⽮板の破損（⿅島製鉄所）

船舶衝突により損傷したと思われる
全天候バース船舶の衝突による岸壁構造物の損傷

東⽇本⼤震災での漂流物被害
事例（３）

⼟⽊学会 エネルギー委員会 新技術・エネルギー⼩委員会：東⽇本⼤震災における
エネルギー施設（⽕⼒・⽔⼒・送変配電・ガス）の被害状況と今後への展開につい
て, 2014.

⼟⽊学会 原⼦⼒⼟⽊委員会 津波評価⼩委員会：津波評価技術2016, 2016.

⼟⽊学会 鋼構造委員会：東⽇本⼤震災鋼構造物調査特別委員会報告書, 2012.
齋藤・ 森・内海博：東⽇本⼤震災による⽕⼒発電所⼟⽊構造物の被害と対策. 電⼒
⼟⽊, No. 360, pp.7‐11, 2012.

• 船舶衝突による被害
• 揚炭桟橋の⼀部損傷（原町⽕⼒発電所）
• 燃料バースドルフィン損傷

• 漂着タンクによる道路の閉塞
• がれき流⼊による送電鉄塔の倒壊

⼟⽊学会, 津波評価技術2016付属編図8.3.3‐37



各種ガイド・技術集での
漂流物の評価

⽂献（略称） 記載されている評価項⽬ ⽂献
津波評価技術2016 衝突⼒算定⼿法 ⼟⽊学会 原⼦⼒⼟⽊委員会 津

波評価⼩委員会：津波評価技術
2016, 2016

道路橋⽰⽅書 衝突⼒算定⼿法 ⽇本道路協会：道路橋⽰⽅書・
同解説 I共通編, 2017.

FEMA2012 衝突⼒算定⼿法
漂流物による開⼝部閉塞の影響評価

FEMA, Guidelines for Design of 
Structures for Vertical Evacuation 
from Tsunamis Second Edition, 
FEMA P‐646, 2012.

ASCE7‐16 漂流物ハザード領域の設定法
衝突⼒算定⼿法
構造物の応答解析⼿法

ASCE, Minimum design loads for 
buildings and other structures, 
ASCE/SEI 7‐16, 2016.

衝突荷重の評価⼿法が主体であり、評価の全体フローが⽰され
ていないものが多い。

荷重算定⽅法について(1)

評価の考え⽅ 評価式 ⽂献
衝突による運動量の変化
と⼒積の関係

݉ ᇱݒ െ ݒ ൌ න ݐ݀ܨ
௧



ܨ ൌ
ߨ
2
݉ݒ
Δ2/ݐ

ܨ ൌ ݒܤߟ௪ߩ2
ଶ  ݉

ݒ
ݐ߂

，：漂流物の幅ܤ，衝突⼒，݉：漂流物の質量：ܨ
，௪：⽔の密度ߩ，衝突時間：ݐ∆，最⼤浸⽔深：ߟ
衝突速度：ݒ

ASCE 7‐10.
US Army Corps and Engineers, 
ERDC/CRREL TR‐02‐2, 2002.
⽔⾕ら：エプロン上のコ
ンテナへの津波の作⽤と
漂流衝突⼒に関する実験
的研究, 海岸⼯学論⽂集, 第
53巻, pp.791‐795, 2006. 

衝突による運動エネル
ギーの変化と仕事の関係

න ݔ݀ݔ݇
ௌ


ൌ
1
2
ଶݒ݉

ܨ ൌ
ଶݒ݉

4ܵ
，衝突速度：ݒ，衝突⼒，݉：衝突船舶の質量：ܨ
ܵ：衝突船舶の停⽌距離

海洋架橋調査会：本州四
国連絡橋技術関係基準集, 
下巻, 下部構造設計基準・
同解析, 1978.

1⾃由度系の運動⽅程式

݉
݀ଶݔ
ଶݐ݀

 ݔ݇ ൌ 0
ܨ ൌ ݒ1.3 ݇݉ሺ1  ܿሻ

漂流物を運ぶ流：ݒ，衝突⼒，ܿ：付加質量係数：ܨ
体の最⼤流速，݉：漂流物の質量， ݇：漂流物の有
効軸剛性

FEMA, Guidelines for Design 
of Structures for Vertical 
Evacuation from Tsunamis 
Second Edition, FEMA P‐646, 
2012.

甲斐⽥・⽊原：原⼦⼒発電所における津波漂流物の影響評価技術−現状調査と
その適⽤に関する考察−, 電⼒中央研究所報告, O16010, 2017.



荷重算定⽅法について(2)
評価の考え⽅ 評価式 ⽂献
Hertzの弾性接触理論

ܨ ൌ ߯ߛ
ଶ
ହ
5
4
݉

ଷ
ହ
ݒ

ହ

߯ ൌ
ସ 

ଷ

ா

ଵିఔమ
漂流物：ߥ，衝突速度：ݒ，衝突⼒，݉：漂流物の質量：ܨ
のポアソン⽐，ܽ ：球体の半径 ，E：漂流物のヤング率

有川・織⽥・⿊⽥・下
迫：消波⾼によるケーソ
ン壁⾯衝突⼒に関する⼤
規模実験. 海岸⼯学論⽂集, 
第50巻, 2003, pp. 716‐720, 
2003.

その他
（衝突による運動量
の変化と⼒積の関係
＋次元解析）

ܨ
ܮଶܦߛ

ൌ ெܥ1.6
ݒ

ܦ݃ .ହ

ଵ.ଶ ߪ
ܮߛ

.ସ

，材の直径⽊：ܦ，流⽊の単位体積重量：ߛ，⼒衝突：ܨ
ெ：⾒かけの質量係数ܥ，材の⻑さ，݃：重⼒加速度⽊：ܮ
(⽔の緩衝機能も加味)，ݒ：衝突速度，ߪ：⽊材の降伏応⼒

松冨：流⽊衝突⼒の実⽤
的な評価式と変化特性, ⼟
⽊学会論⽂集, No.621, 
pp.111‐127, 1999.

• どんな種類の漂流物に適⽤できる？
• 多くの式で弾性変形が仮定されているが、漂流物が塑性化する程の速度で

衝突した場合は？
• 評価に必要なパラメータはどうやって⼊⼿できる？

評価の体系化に向けての論点
整理
• 論点１：

既存のガイドや技術集では、衝突荷重の評価
⼿法が主体であり、評価の全体フローが⽰さ
れていないものが多い。

• 論点２：
衝突⼒算定式の適⽤性、適⽤限界が不明確で
あり、また、簡単には⼊⼿できないパラメー
タの設定が必要



論点１
• 評価フローと、各項⽬で活⽤できる評価技術の

提⽰
漂流物調査範囲の設定

漂流物評価のための調査およびリストの作成

9

衝突条件の設定

衝突⼒の評価

構造健全性評価

閉塞条件の設定

波⼒の評価

• 例えばASCE7‐16では、
• 船舶⽤コンテナや船舶，台船のそれぞれの漂流物発

⽣源に対して漂流物ハザード領域を特定する。
• 流⼊津波による漂流物の漂流範囲と引き波による漂流範

囲の設定

漂流物調査範囲の設定



流れのモデル 漂流物の
モデル化

主な⽂献

平⾯2次元 質点 後藤ら (1982)，後藤(1983)，野島ら(2014)，
⼩園ら(2016)

直⽅体 藤井ら(2005)，橋本ら(2009)，本多ら(2009)，
⽊原ら(2013)，鴫原ら(2016)

3次元 球体結合 後藤ら(2006)，後藤ら(2009)
剛体 ⽶⼭ら(2008)，⽜島ら(2008)，川崎ら(2007)，

中村ら(2011)

衝突条件の設定

 衝突速度、位置、確率の評価への、漂流物の移動を解く数
値解析コードの活⽤
• 下記外⼒を考慮した漂流物の運動⽅程式

 流れからの流体⼒、漂流物同⼠の接触⼒、構造物
との接触⼒、底⾯との摩擦

直⽅体漂流物衝突実験の平⾯2次元再現計算

衝突条件の設定

⽐重0.3 ⽐重0.6

甲斐⽥・⽊原：陸上遡上津波中の漂流物挙動に関
する研究, ⼟⽊学会論⽂集 B2 (海岸⼯学), 72(2), 
I_1159-I_1164, 2016.



• 荷重評価
or 

• 構造物変形量評価

構造健全性評価

stress

displacement

FEM梁モデル

漂流物
衝突

壁

漂流物

柴⼭ら：津波波⼒と漂流物衝突⼒を受けるコンク
リート壁の応答評価法の提案, 電⼒中央研究所報
告, O17002, 2018.

閉塞時の波⼒の評価
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漂流物堆積 強制閉塞

循環流装置を有する⻑さ50m、幅1.0m、⾼さ1.5mの⼆
次元⽔路での実験
模型縮尺：1/100、フルード数：0.45
漂流物による閉塞による波⼒は、開⼝部の強制閉塞に
よる波⼒よりも⼩さいことが確認された。

⼩畠ら：定常流実験における⽊材漂流物の投⼊⼿法の検討, ⼟
⽊学会第72回年次学術講演会, 367-368, 2017.
⻑⾕川ら：陸上構造物に対する津波漂流物の影響に関する⽔
理模型実験, ⼟⽊学会第72回年次学術講演会, 369-370, 2017.



論点２
• 衝突⼒算定式の適⽤性、適⽤限界の明確化

• 漂流物が顕著に塑性変形するような衝突が⽣じる場
合の評価

• 船舶、⽊材、⾞両、コンテナ等々、漂流物種類に応
じた評価式の適⽤性の明確化

• 評価に必要なパラメータの整備
• 軸剛性
• 衝突作⽤時間

まとめ
• 衝突⼒算定式だけでなく、漂流物影響に関わる

評価のフローおよび関連技術の体系化が望まれ
る。

• 衝突⼒算定に当たっては、各算定式が適⽤可能
な衝突体の種類や、適⽤可能な衝突速度の上限
の明確化が必要

• また併せて、衝突⼒算定に必要な各種パラメー
タを、学協会で合理的に収集・整備することが
望まれる。



洗堀の評価

名古屋⼤学 浅井⻯也
⿅島建設 舘野公⼀

各種構造物の津波荷重の体系化に関する研究委員会
成果報告会

２０１９年２⽉２７⽇

1

過去の津波における洗掘被害事例
• 越流した波による構造物背後の洗掘

マウンドの洗掘が被災の⼀因であった
可能性が指摘されている（有川ら2013）

防潮堤背後が40cmほど洗掘された。

岩⼿県釜⽯市，2011 千葉県いすみ市，2011

2

【出典：左：港湾空港技術研究所資料No.1231,2011
右：Tonkin et al.：Limits on Coastal Scour Depths due to Tsunami, 2013 】



過去の津波における洗掘被害事例
• 陸上構造物周囲の局所的な洗掘

3
【出典：左上：建築研究所 東北地⽅太平洋沖地震調査研究（速報）,2011

他：東京⼤学⽣産技術研究所中埜研究室 :東北地⽅太平洋沖地震による
建築物の地震被害および津波被害調査報告，2011】

岩⼿県⼭⽥町，2011

岩⼿県陸前⾼⽥市，2011 宮城県南三陸町，2011

過去の津波における洗掘被害事例
• 陸上構造物周囲の局所的な洗掘

4【出典：EERI：Tsunami Inundation Scour of Roadways, Bridges and Foundations, 2006 】

Koh Khao Jomtien,Thailand,2004 Kalapakkom, India, 2004



各種ガイド・技術集での洗掘の評価
⽂献 記載内容

国⼟交通省港湾局：港湾にお
ける防潮堤（胸壁）の耐津波
設計ガイドライン2013

越流や浸透流等の流れを考慮して適切な対策を
講じるよう⽰されているが，定量的な評価⼿法
は⽰されていない。

⼟⽊学会原⼦⼒⼟⽊委員会
津波評価⼩委員会：津波評価
技術2016

砂移動の計算⼿法は提⽰されているが，簡便に
設計に引⽤可能な評価⼿法は⽰されていない。

⽇本建築学会：建築物荷重指
針・同解説

洗掘への⼯法的な対策は⽰されているが，定量
的な評価⼿法は⽰されていない。

ASCE：Minimum design loads 
for buildings and other 
structures, ASCE/SEI 7‐16, 2016

直⽴堤防背後の洗掘，建物周りの局所洗掘の定
量的な評価⼿法を提⽰している。

洗掘対策を実施することは明記されているものの，定量
的な評価⼿法が⽰されていないものが多い。

5

評価の体系化に向けての論点整理

• 論点１：
津波洗掘の評価の体系化のためには，洗掘に
関わる諸因⼦の影響に着⽬した検討が必要。

• 論点２：
津波による洗掘深さや洗堀幅の評価⼿法に関
する研究はあるものの，ガイドや技術集では
設計に⽤いることが可能な評価⼿法が提⽰さ
れていない。

6



論点１
• 洗掘に対する構造物の健全性評価フロー

洗掘深さ，幅の評価

構造物の健全性評価

諸条件の設定
・津波：継続時間，流量，浸⽔深，流速，

落下⾼，⼊射⾓など
・構造物および地盤：形状，粒径

7

• スケールの影響（有川ら2014）
• パラメータ：実験スケール（1/42および1/10）
• 異なるスケールの結果は，沈降速度（⼭野ら2013）を
⽤いた相似則により統⼀的に評価可能。

直⽴堤背後の洗掘

（1/42スケール実験の断⾯図）

最
⼤
洗
掘
深
D
[c
m
]

定常渦の直径R[cm]
8



• 落下⾼Zfの影響（有川ら2016）
• パラメータ：Zf = 5cm, 10cm, 15cm, 21cm, 45cm

• 落下⾼が⾼くなるにつれて⼊⽔⾓度が増⼤し，９０
度に近づくと逆に定常渦・洗掘深さが⼩さくなる。

直⽴堤背後の洗掘

最
⼤
洗
掘
深
[c
m
]

落下⾼[cm]
9

• 洗掘深Dの時間変化（鈴⽊・有川2019）
• パラメータ

• 粒径d

• 落下⾼Zf

• 越流⽔深η（流速v）
⇒粒形の影響は沈降速度を
考慮した相似則により評
価可能。

直⽴堤背後の洗掘

粒径4.6mm

粒径0.34cm

粒径0.12cm

最
⼤
洗
掘
深
[c
m
]

越流時間[s]

最
⼤
洗
掘
深
D
[c
m
]

定常渦の直径R[cm]10



• 洗掘深の時間変化（鈴⽊・有川2019）
• 時系列をワイブル累積分布関数により表現。

• 最⼤洗掘深Dmaxは粒径dの影響を考慮すべく無次元
掃流⼒を⽤いて表現。

直⽴堤背後の洗掘

T：無次元時間
A1, A2：実験定数

無
次
元
最
⼤
洗
掘
深
[c
m
]

無次元越流時間[s]

（野⼝ら1997）

s：砂の⽔中⽐重，d：砂の粒径
R：渦の直径，q：流量，Zf：落下⾼

以上の算定式により洗掘深の時間変化を評価可能 11

論点２
• 洗掘に対する構造物の健全性評価フロー

諸条件の設定
・津波：継続時間，流量，浸⽔深，流速，

落下⾼，⼊射⾓など
・構造物および地盤：形状，粒径

12

洗掘深さ，幅の評価

構造物の健全性評価



• ASCE7‐16の評価式
• ダム背後等の既往の洗掘評価式において，洗掘深の
調査結果（Tonkin et al. 2013）と整合性が良いものを採⽤。

直⽴堤背後の洗掘

c2V = 2.8

洗掘深の計算値[m]

洗
掘
深
の
計
測
値
[m

]

(Hoffmans et al. 1997) 粒径の影響は考慮
されていない

13

• ASCE7‐16の評価式
• 建物周囲の局所洗掘の調査結果（ Tonkin et al. 2013 ）の
包絡線として設定。
⇒粒径による明確な違いは⾒られない。

• 包絡線の傾きは，津波による地盤内における間隙⽔
圧の勾配を考慮して求まる式と⼀致。
D ＜ ΔP /ΛT  （ Tonkin et al. 2003）

= H γw / (ΛT γd) = 1.2H

D  ：洗掘深さ
H  ：津波浸⽔深
ΔP：津波による圧⼒変化
ΛT：間隙⽔圧の勾配による浮⼒

に関する係数（最⼤0.5）
γw：⽔の単位重量
γd：浮⼒下での地盤の単位重量

陸上構造物周囲の局所的な洗掘

浸⽔深H[m]

洗
掘
深
D
[m

]

ASCE7‐16に
おける採⽤値

14



まとめ
• 洗掘に対する構造物の健全性評価の体系化に向
けて，

• 直⽴堤背後の洗掘では，
• 洗掘深に対する各パラメータの影響の定量化がされつつ
ある。

• さらに諸条件を変えた検討により適⽤範囲を明確化する
と共に，体系的な設計式を検討する必要がある。

• 陸上構造物周囲の局所的な洗掘では，
• 洗掘深と各パラメータの関係に関する検討事例は極めて
少ない。

• 洗掘量の定量化に向けた体系的な検討が必要。

15
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